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現代ミリタリズム論序説(1)

纐 纈 厚

  はじめに一一ミリタリズムの定義をめぐって・〒

 ミリタリズムを対象として分析していく場合，研究史上その定義や位置づけをめぐって

多くの論争が存在する1)。」般的な意味でのミリタリズムを簡単に整理すれば，ミリタリ

ズムとは，軍事に関わる諸問題や価値が政治・経済・教育・文化など各領域において強い

影響力を持ち，政治行政レベルで軍事第一主義の思想が最優先される政治社会体制を意味

する。そこでは軍隊の充実が国家発展の原動力と考えられ，軍人は国家の申正副存在とし

て尊敬の対象とされる。古代ギリシアの都市国家スパルタ，古代ローマ帝国，フランコ独

裁時のスペイン，帝政期のドイツ，満州事変から敗戦に至るまでの日本などが，ミリタリ

ズムを基調とする政治支配が行われた国家と指摘されてきた。

 現代においても，第三世界を中心に軍人が政治支配を続けるか，あるいは政策決定に大

きな影響力を維持している国家が少なくない。これらの諸国では，軍人支配への不満や国

内民主化の立ち遅れへの民衆の抗議行動に，しばしば軍事力を動員して，これを弾圧・排

除するといった強権政治を発動する傾向がある。軍事政権は国内引き締めのために対外危

求翌��閨C時圏は戦争に訴えることで軍事政権の維持を図った歴史が少なからず存在して

きた。このようにミリタリズムは，好戦的な外交姿勢と強権的な国内政策を採用する傾向

が強い。 ・

 これらの諸国では，国民に基盤を持たない軍部が資本家や高級官僚など一部の特定グ

ループとの癒着を深め，軍産官一体化による政治支配体制を敷くことになる。そこから民

意から遊離した政治の運営と，民衆敵視の姿勢が露骨に現れもする。また，支配内部では

癒着構造の長期化と，民衆の監視能力が著しく制限されていることから，腐敗が生じ易く

なる傾向が見られる。こうして強権政治を貫く軍事支配は，表面上の安定に反して，その

内部では諸矛盾が蓄積され，その内部から崩壊する可能性を絶えず持ち続けることになる。

従って，ミリタリズムを基調とする政治支配は，諸矛盾の蓄積を強権力で押さえつけなが

ら体制維持を図らねばならず，表面的な堅固さに反して不安定要因を抱えた政治体制とも

言える。

 そこで注意しておきたいことは，ミリタリズムが強大な軍事力や軍事求絡¥の存在自体を

示すものではなく，そうした存在を背景としながら軍事的な価値観が政策決定の場や思

想・精神のなかで大きな比重を占めることを意味することである。逆に強大な軍事力や軍

事求絡¥が存在しなくとも，軍事主義的な発想や着想が常に指向され，評価されるような社

会や意識の在り方をも含めてミリタリズムと言えよう。ミリタリズムとは政治制度，政治

構造，政治意識，政治思想などの諸分野に関わるレベルで検証の対象とされるべき問題と

してある。それ故，ミリタリズムの問題は，決して過去の問題としてあるばかりか，すぐ
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れて現代政治を考氏翌ｷるうえで不可避の問題としてあり続ける。

 同時にミリタリズム論が今日の政治研究において積極的な意味を求めるとすれば，すで

にベルクハーン(Volker R.  Berghhan)2)が指摘したように，ミリタリズムそのものの現象

形態や求濫¥に分析の対象を置くのではなく，むしろミリタリズムを発生させる社会秩序の

性格や構造の厳密な分析にこそある。また，そのことによってはじめて，現代のミリタリ

ズムの本質と性格がより的確に把握されることになろう。

 小論の目的は，そうしたことを念頭に置きながら，今後何回かに分けて様々な論者によ

る現代ミリタリズム論の紹介整理を通じ，日本軍国主義や軍事化概念，さらには政軍関係

論(民軍関係論)などの分析と新たな研究視角を提起していくことにある。その最初とし

て本稿では，全体の序論とも言うべき内容で，ミリタリズムの基本概念や筆者の関心対象

を若干紹介しておきたい。

第一章 ミリタリズムの基本概念

  1. 概念としてのミリタリズム

 歴史的に見て，明らかにミリタリズムが支配する政治体制と認定できるものが，古代の

世界から存在していたとしても，概念としてのミリタリズムの用語が使用されたのは，そ

れほど古いものではない。すなわち，近世イギリスのクロムウェル(Oliver Cromwell，

1599～1658)3)が行った独裁政治の時代において，軍事権力の優位性を示す用語として使用

されたのが最初とされる。

 名誉革命(1688年)を経て，イギリスの民主主義や議会主義が確立し，以後政党責任内

閣制が成立していく過程で，それまで常備軍を権力基盤として絶対的な権力を振るい続け

た国王の優位性自体も同時に崩れていく。文民権力の優位性が明白になっていく過程で，

近代イギリス国家が成立していったのである。その意味からすれば，近代イギリスはミリ

タリズムを克服するところがら出発しており，以後原則として，文民による政治運営が行

われてきたと言える。

 各国ミリタリズムの比較史研究を進めているベルクハーンは，既述の著作のなかで，フ

ランスの啓蒙思想家モンテスキュー(Montesquieu，1689～1755)も三権分立を主張した代

表作『磨翌ﾌ精神』(De 1'esprit des lois，1748)において，肥大化の性質を持つ常備軍の危

険性と，それに伴う財政負担の増大，国家と市民から孤立する軍を中核とするミリタリズ

ムの危険性を説き，さらにはドイツの哲学者カント(Immanuel Kant，1724～1804)やフィ

ヒテ(Johann Gottlib Fichte，1762～1814)も，軍の存在自体が平和と経済的繁栄にとって

有害であると論じている点に着目している。

 なかでもフィヒテは，一八〇六年のナポレオンのドイツ侵攻にあたって有名な『ドイツ

国民に告ぐ』(1808)の演説をおこなった人物だが，その演説の基調の背景には，軍人であ

るナポレオンが君臨する軍事国家フランスへの強い不信と警戒心が示されていた。このよ

うにミリタリズムの概念は，一七世紀後半から一一八世紀にかけてヨーロッパにおる近代国

家の成立と前後して生まれということができる。

 その後，ミリタリズムの体系的な概念が漸次出来上がったわけではなく，それとほぼ同



1992 纐纈:現代ミリタリズム論序説(1) 89

義語として「軍事国家」(Militarsstaat)，「軍の支配」(Militarherrschaft)，「軍事型社会」

(militant type of society)などの用語が用いられた。そこに盛り込まれた概念は一律では

なく，一般化して言えば，文民あるいは市民が主体となるべく国家にあって，非文民たる

軍人が国家の権力の中枢に座り，戦争を国家発展の原動力と位置づけたり，軍事力という

国家暴力によって政治の運営を押し進めようとする政策全体を意味するものであった。

 そのなかで特に重要だと思われるのは，ミリタリズムの支配した絶対主義の時代と決別

して，市民＝文民が政治主体としての役割を担う過程で，多くの犠牲を払いつつミリタリ

ズムの危険性が解消されていったことである。言い換えるならば，市民＝文民が政治主体

としての位置を獲得することが民主主義の実現とすれば，まさに民主主義はミリタリズム

を溶解する決め手であった。その意味で大著『軍国主義の歴史』(A History of Militarism

' Civilian and Military，1938)を著したアメリカの歴史学者フメ浴[クツ' iAlfred Vagts)が，

その著作のなかでミリタリズムの対置概念を平和主義(Pacifism)ではなく，文民主義

(Civilianism)としたことの意味は重要である。

 ミリタリズムの対置概念として文民主義を提唱することで，逆にミリタリズムが市民＝

文民を政治主体とする民主主義と相矛盾するもの，共存不可能なものとする定義が明確に

されていたのである。それは市民主体の政治体制の実現と，個人の自由と平等の理念を追

求して登場してきた民主主義との絡みで，ミリタリズムのもつ意味を考える必要性を指摘

したものと言えよう。

  2. マルクス主義者のミリタリズム論

 要するにミリタリズムの概念は，軍事求絡¥という国家の暴力を背景に，利益や権力の独

占を図り，個人を国家の所有物と位置づけたうえで徹底した個人への抑圧を常態化してい

くような国家なり社会，あるいはそうした在り方を肯定する考えを指す。そこでは軍人が

権力の頂点に立ち，強大な軍事求絡¥が存在していなくとも，そうした在り方を積極的に容

認しようとすることをも含めてミリタリズムと規定することも可能である。

 こうした概念とはやや異質なミリタリズムの概念を展開する議論も確かにに多く見られ

る。その代表例がマルクス主義者の展開するもので，そこではミリタリズムが資本主義社

会における階級社会の秩序に本来的に内在するものであって，階級社会という本質が解体

されて，階級なき社会が実現するまではミリタリズムは存在し続けるというものである。

 そうしたミリタリズム批判の概念や理論を，マルクス主義者であるカール・リープクネ

ヒト(Karl Liebknecht，1871～1919)4)は「軍国主義論」で，またローザ・ルクセンブルク(Rosa

Luxemburg，1870～1919)は，『資本蓄積論』(Die Akkumulation des Kapitals，1913)など

の著作のなかで盛んに展開している。特にルクセンブルクは，ミリタリズムが資本主義の

拡大と発展のために後進地域で様々な収奪を行うことを特徴とした。ベルクハーンの整理

によれば，ミリタリズムは剰余価値の実現の卓越した手段として求濫¥し，またそこでは軍

需産業が剰余価値の生産と資本蓄積のために徹底して活用されるというのである。

 軍需生産が資本主義の発展のなかで，剰余価値の生産と資本蓄積のために実際にどこま

で有効であるか厳密な経済分析が必要であることは言うまでもないが，ただここではミリ

タリズムが資本主義に内在する本質的な特性であり，ミリタリズムが資本主義の主要な一

側面であるという指摘は重要と思われる。ルクセンブルクは，それを「資本主義的軍国主
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義」なる概念で説明しようとした。

 ところで今日，帝国主義論の存在を知る私達は，彼女のミリタリズムの概念が限り無く

帝国主義論と重複することに気づく。資本主義生産の継続を図るため資源と市場を海外に

求め，その結果として膨張主義路線を選択するのが帝国主義国家の一般的形態であり，そ

のような帝国主義政策を貫徹していくうえで強大な軍備がで不可欠な要素としてあった。

ルクセンブルクのミリタリズム論は，このように帝国主義と表裏一体のものとして把握さ

れていたようだが，やや強引な解釈をすれば，ここで言うミリタリズムは国内政策あるい

は国内政治構造の特質を示し，帝国主義は外交政策および国内の経済構造の特質を示す用

語として理解することも可能と思われる。

 さらに戦後マルクス主義者は，高度資本主義社会に派生するミリタリズムを封建制から

資本主義への過度期におけるミリタリズムと区別して，「帝国主義的軍国主義」とすべき

であるこを主張している。「資本主義的軍国主義」あるいは「帝国主義的軍国主義」にせよ，

既成のミリタリズム論が必ずしも重視してこなかった経済システムの構造自体に，ミリタ

リズムの発生要因を求めるという着想は，それが依然として理論的に充分展開されていな

いとしても重要である。

 確認しておきたいことは，いずれにせよミリタリズムの概念が単に軍の政治への関与と

か影響力の多少を指標にするものではなく，民主主義の成熟度の問題と密接な関係を持っ

たものとしてあること，また資本主義の構造に内在するひとつの特性としてあること，そ

して原則として人間社会が自由で平等の獲得を究極の目標として設定した場合，ミリタリ

ズムは，これに歯止めをかけようとする内容を秘めたものとして，常に批判の対象として

いくことが必要となる。

  3. 現代の軍国主義論
 アメリカの政治学者であるラズウェル(Harold D.  Lasswell)は，日米開戦の年の1941年

に「兵営国家と暴力の専門家」(The Garrison State and Specialists on Violen・ce)5)という著

明な論文を発表し，今後の社会では暴力の専門家が最強の集団を形成する結果，所謂「兵

営国家」(garrison state)と称すべき国家の出現に警告を発している。ラズウェルが「兵

営国家」論を展開することになった直接の契求翌ﾍ，当時ヨーロッパ大陸を席話しつあった

ナチス・ドイツをモデルとしたものであった。

 ラズウェルの示した「兵営国家」では，民衆に向けて物理的なテロによる威嚇が頻繁に

用いられ，戦争の危求翌�體`することで心理的なテロをも併用されることを特徴とするも

のであった。その結果として暴力の専門家達は支配の技術を駆使して民衆を操作すること

で，実質上統制・管理を押し進めることになる。そこでは科学者や技術者が暴力の専門家

のために動員され，「兵営国家」の中味をより高度に，より完全ならしめるのに一役買う

ことになると指摘した。

 ラズウェルの「兵営国家」論は，確かに当初はナチス・ドイツをモデルとしたものであっ

たが，ナチス・ドイツ崩壊後は，冷戦時代におけるアメリカのライバルであったソ連がモ

デルとされた。恐らく彼はソ連における巨大な軍備拡充計画とその実施の過程で，暴力の

専門家たるエリート軍人や軍需産業にi携わる軍需官僚達の存在を頭に描いていたと思われ

る。確かに冷戦構造が崩壊した今日では明らかになっているが，ソ連社会における経済シ
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ステムが行き詰まりの大きな原因に，アメリカとの冷戦対立のなかで，これら暴力の専門

1家達が豊富であったはずのソ連国内の資源を食い潰したことが真っ先に挙げられるのであ

る。

 ラズウェル流に言えば，ソ連崩壊の原因は，ソ連が冷戦を生き抜くために「兵営国家j

化の道を突き進んだ報いということになるであろうか。いずれにせよ，ソ連は「兵営国家」

としての国家形態を取り続けたがために，経済に破綻を来し，政治民主化の実現という本

来の社会主義の目標と理想から大きくかけ離れてしったと言うこともできよう。

 一方の相手国であるアメリカとて問題がないわけではない。アメリカの政策決定にあっ

て，今日において依然として多大な政治影響力を握る軍需産業の存在は，よく知られてい

るところである。先の湾岸戦争に突入する経緯を見ても，軍需産業界の意向がいかに強く

ブッシュ政権を後押ししたかは，これもよく知られているところである。

 第二次大戦後だけをとってみても，朝鮮戦争やベトナム戦争などを含めて，アメリカに

おいても軍需産業界と，これと密接な関係にあるアメリカの軍部が重要な位置を占めてい

るのである。この意味で，現在のアメリカもある種の「兵営国家」と言えよう。「兵営国家」

が直ちにミリタリズムと断定できないにしても，そこにおける共通項は極めて多い。

第二章 三軍関係論からのアプローチ

  1. 政軍関係論の基本視角

 現代ミリタリズム論を考氏翌ｵていくうえで，筆者は政軍関係論の適用が極めて重要だと

考えている。まず，ここではその政軍関係論の基本概念なり理論を紹介しておきたい。

 一九五〇年代以降，ミリタリズム論争に参加したモーリス・ジャノヴィッツ(Morris

Janowitz)6)，サミュエル・ハンテントン(Samuel P.  Huntigton)らのアメリカの政治社会

学者達は，ミリタリズムの概念に代わる政軍関係論あるいは民軍関係論(Civil-Military

Relations)という用語を用い始めた7)。

 本来二軍関係論は，軍隊社会学あるいは戦争社会学(Military Sociology)のひとつとし

て出発したもので，それは軍人研究，軍隊研究，戦争研究と並んで政軍関係の四つに区分

されるのが通例となっている。軍隊と社会との関係に着目して，政治社会構造における軍

隊の重要性を説いたスタニスラフ・アントレスキー(StaRislav Andreski＞は，『軍隊組織. 

と社会』(Mflf亡arアOr8aηfza60ηa磁Socfe亡y，1968)で，軍国主義，軍隊と社会，新興国家

における軍隊研究と同時に，軍隊への政治統制の効率的な手段を摸索することに注意を

払っている。

 こうした動きと前後してジャノヴィッツやハンテントンらが本格的な政軍関係研究を開

始した。これのアメリカの研究者の政軍関係論の特徴は，第二次世界大戦後において，戦

勝の余勢によりますます肥大化の傾向を強めるであろう軍隊を，いかにして他の政治社会

組織と調和させながら，その正統性を獲得していくかに主眼が置かれていた。そこで最大

の関心が払われたのは，基本的には軍隊の存在を容認したうえで，軍隊統制の方磨浴E手段

を検討することであり，軍隊の政治影響力の拡大のメカニズムを研究対象とする従来のミ

リタリズム研究とはやや趣を異にしていた。
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 ただ，政軍関係論では政治と軍事の本来不可分の関係を取りあえず二分することで，両

者の関係や構造を明らかにし，その作業を通じてミリタリズムの成立過程とメカニズムを

把握しようとしたと理解することも可能である。たとえば，ハンテントンは『軍人と国家』

(Soldier and States，1957)で，文民(Civilian)が軍人を統制する方磨翌ﾉついて，軍人の

専門職業性に着目し，その社会的政治的存在としての自律性を重んずることを基本的な煎

構は，社会的政治的存在として評価すべきであり，一定の社会的政治的役割を担うものと

して，社会や政治との合理的な関係をつくりあげることが必要と言うのである。

 ハンテントンのこうした軍人と文民との在り方を「客体的文民統制」(objective civiliait

control)と称し，従来ように軍事領域の自律性をみとめず，軍事は本来的に文民の統制に

服すものとする，文民統制の在り方を「主体的文民統制」(subjective civilian control)と

して区別した。これ以後アメリカの政治学界において，政軍関係論あるいは民軍関係論が，

このハンテントンの議論をめぐって活発に展開されることになる。

 ここで問題とされる点は，既成の文民統制があまりにも文民の主観的立場によって統制

が任意に実施される結果，軍事領域が常に不安定な状況に置かれ，ひいては非合理的な軍

縮の脅威にも晒される可能性が強いとする主張が展開されていることである。逆に「客体

的文民統制」とは，統制の客体としての軍人の社会的政治的役割を積極的に認めようとす

るものであり，軍事領域は政治からの非合理的と思われる統制に対して，場合によっては

拒否できる可能性を残すことを意味している。

 ハンテントンの「客体的文民統制」論は，結局，第二次世界大戦後に本格化した米ソの

冷戦時代を背景にして，アメリカ軍事力の存在に正統性を獲得するがために生みだされた

理輪であり，実際に戦後のアメリカは文民統制を支えとして，強大な軍事求絡¥を生みだす

ことになった。その意味でこのハンテントンの議論は，ミリタリズムの問題と関連させて

言えば，軍事力の強大化と軍事求絡¥の肥大化，その結果としての有力な政治勢力としての

軍部が成立したとしても，それが専門職業的存在としての形式を整えている限り，文民が

主体として求濫¥する民主主義社会との戸立は可能だという理論を提供することになったの

である。そうした理論で，本来的には民主主義と矛盾する軍隊も，堂々と拡大する切符を

手にしてきた事実があった。

 したがって，アメリカでは少なくともある意味で社会的政治的に認知された形で強大な

軍部が登場し，軍事的安全保障政策が今日においても強力に押し進められていると言えよ

う。朝鮮戦争，ベトナム戦争，先の湾岸戦争における開戦決定過程を見ると，相当程度に

アメリカ軍部の意向が働いていたのである。

 冷戦構造が事実上終結した現在においてもブッシュ政権が打ち出した「新世界秩序構想」

と称する新たな世界戦略でも，軍事力を基軸に据えた安全保障論が依然として幅を利かす

状態が続いている背景には，やはりアメリカ社会に内在するミリタリズム的体質を看取せ

ざるを得ない。かつて，アメリカのジャーナリストであるトリストラム・コフィンが『武

装社会』(Armed Socfθ亡y，1964)のなかで，アメリカを軍事福祉国家あるいは武装社会とい

う用語で捉えようとしたように，そこに依然強力なミリタリズムの存在を指摘できよう。
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  2. 軍隊の政治介入の原因

 さて，ミリタリズムの本質や実態に迫り，政軍関係論を政治学のなかに定着させていく

うえで重要な役割を果たしたハンテントンらの政軍関係理論の一端を紹介しておきたい8)。

 ハンテントンが特に強調した点は，近代軍隊における将校団を固有の性格を持った職業

団体とみなし，その構成員たる将校を職業人として明確に位置づけたことにある。その場

合，将校は「暴力の管理者」(management of violence)として「専門の技術」を持ち，暴

力の依頼人・顧客である国家の軍事的安全保障における「責任者」としての役割を担い，

将校団はそれ以外の団体・組織から区別される「団体性」(corporate character，

Corporateness)としての個性を持った組織集団として特徴づけられた。

 ところが，エイモス・パー一一・・ルマター(Amos Perlmutter)9)1ま，『現代政治における軍と政治』

(The Military and Politics in ModerR Times ; ProfessieHals， Praetoriahs and Revelutionary

Soldiers，1977)で，ハンテントンの言う「団体性」が肥大化することで，専門職業集団

としての軍隊が政治に介入する余地が出てくることを指摘している。パールマターは，そ

のことを古代ローマ帝国において元老堰翌�h衛する任務にあった近衛兵(Praetorianus)

が，自らの職域を逸脱して武力を背景に元老堰翌ﾉ対し自分達の意のままになる候補者を皇

帝に押しつけることで政治に介入した故事に倣い，そのような政治介入の実態を「プリー

トリアニズム」(Praetorianism)という用語で説明している。

 これは現在，「近衛兵主義」あるいは「軍閥化現象」などの訳が当てられているが，要

するにパールマターは，軍隊の「団体性」としてのエゴイズムが政治介入に駆り立てると

論じたるように，軍隊の「団体性」なり軍事領域の自律性を容認することが，軍隊の政治

介入を回避できる方磨翌ﾆしたハンテントンの主張を否定しているのである。

 パールマターのハンテントン批判は，戦前期日本の軍隊の政治介入の例を挙げれば的を

得たものであることが理解できる。事実，天皇の私兵として創設された日本軍隊は，それ

ゆえに「皇軍」(こうぐん)と呼ばれ，軍事求絡¥としても軍隊を支える精神面においても

天皇に直属する国家暴力装置として求濫¥した10)。        '

 それが，日本軍山外の社会人を「地方人」と呼ぶほどに団体としてのエゴイズムを発揮

し，他の権力求絡¥と対比して類稀な排他性と独善性を発揮して，政治の統制を拒否し，逆

に政治への介入を常態化させることになった。そして，軍部独裁あるいは軍フメ翼Vズムと

呼ばれるようなミリタリズム体制をつくりあげたのである。

 軍隊の政治介入の原因を考えるうえで重要な示唆を与えるのが，サミュエル・フメ翼C

ナー(Samuel E.  Finer)”)の議論であろう。フメ翼Cナーは主著『馬上の人』(The Man on

Horseback'The Role of the. Military in Politics，1962)において，パールマターとほぼ同様

に，軍隊としての専門職業性や「団体性」が文民当局との衝突の原因であり，その場合次

の三つの衝突の可能性を挙げている。

 第一に，その専門職業性・団体性が文民政府以上に自らを国家の奉仕者と自覚させ，そ

の愛国心の発露として文民政府にとって代わることにより，健全な国家に復元したいとす

る欲求を具体化しようとした場合である。戦前期日本において，一九三〇年代における政

党政治の腐敗に国家の危求翌�ﾅ取した軍人達が，五・一五事件(1932年)や二・二六事件

(1936年)を引き起こして政党政治を打倒しようとした背景には，その是非は別としても，

強烈な愛国心が介在していたことは確かであろう。
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 第二には軍隊が極めて閉鎖的な集団・組織となり，また純粋培養されることを通じて，

その排他性・独善性を強めていき，軍隊以外の社会と意識的・無意識的な隔離を指向する

傾向を顕在化させた結果，客観的な判断思考が不可能に陥6た場合である。軍隊は教育・

訓練を通じて専門性を強化する一方で，柔軟性を欠煤翌ｳせて，ある種の孤立感をも深める

傾向が強い。そのため必要以上に，みずからの存在性とか正統性の獲得に躍起になる性向，

を持つ。それで，国際情勢の推移に逆行してでも時として無謀な軍事行動を引き起こした

り，軍事政策の採用を強行しようとするのである。先のアジア・太平洋戦争の出発点となっ

た満州事変(1931年)で，関東軍という日本の出先軍隊が採った行動は，その典型的な事

例であろう。

 第三に，文民政府が反政府的人物や勢力を押さえ込むために，軍隊を利用しようとする

ことへの反発から行動を起こす場合である。軍隊は本来，高度に純粋培養された組織であ

り，国家あるいは国家体制を擁護するための最後の物理的手段として，通常は非政治的存

在として自らを位置づける。それが政争の道具として利用されること自体，彼らの威信を

傷つけることになるのである。

 フメ翼Cナニは，このように政治介入の三つのケースを示しているが，同時に介入の段階

を，影響力(influence)行使→圧力(pressure)の行使および「ゆすり」(blackmail)→内閣・

支配者の差し替え(displacement of civil cabinet)→文民による政治体制の一掃と軍政の確

立(supplantment◎f the civil regime)という四つに分類している。

 フメ翼Cナーは，これの四段階の結果に対する軍部による政治支配の形態を，「制限的・

間接的支配(Indirected， limited military rule)」，「完全な間接支配(lndirect， complete milit-

ary rule)」「二重支配(Double rule)」，「直接的な軍部独裁(Direct， military rule)」，「直接

的な軍部独裁下における疑似文民政府(Direct， quasi-civilianized rule)」の五つの範疇に分

類している12)。

 フメ翼Cナーは，この分析概念を用いて戦前期日本のミリタリズムが「発達した政治文化」

を持った国家社会に発生したものと位置づけたうえで，軍部が文民政府に「圧力」ないし

「ゆすりjを使って政治介入を果たし，最終的には軍部による「制限的で間接的な支配」

が貫徹されたと結論づけている13)。

 このように日本のミリタリズムの性格および発生のメカニズムと構造的要因を検討する

うえで，ハンテントンやパールマター，それにフメ翼Cナーらの分析は極めて示唆的である

と同時に，現代のミリタリズム分析を進めるうえでも不可欠の方磨利_を提起している。そ

れで，この小論では紹介できなかった種々のミリタリズム論を再検討しながら，より客観

的で科学的な現代ミリタリズム論を構築していくうえでは，さらに多くの各国ミリタリズ

ム研究の比較と，ミリタリズムの現状把握を鋭意進めてくことが重要であると考えている。

                                    (つづく)

                                ［1992. 9. 30. 稿］
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